
有害物質使用特定施設の廃止後の流れ（土壌汚染対策法関係） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
    

凡例                     

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                   網掛け箇所：調査義務の一時免除期間中の手続き 

水質汚濁防止法特定施設等（下水道法による届出対象施設含む）の使用の廃止 

有害物質使用特定施設 調査不要 

規則第16条第２項への適合を確認 
（現地確認含む） 

知事の確認通知 

承継届出 

土地を譲渡、相続等した場合 
土地利用方法報告 土地利用方法変更届出 

土地の利用方法を 

変更した場合 

土壌汚染状況調査義務発生 

該当 

非該当 

 事業者・土地所有者等の行う手続き 

県の行う手続き 

土壌汚染状況調査の 

実施・報告 

調査義務の一時的免除の 

確認申請 

120 日以内 

120 日以内 

確認取消により調査・報告必要となる場合あり 

確認取消から 120 日以内に報告が必要となる 

事業所等として 

引き続き利用する場合等 

適合＝調査義務の一時免除 

不適合 

土地所有者等へ通知 

※ 特定施設の設置者と異なる場合には、 

予め弁明の機会を付与する。 


